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強調表示に関するコーデックスー般ガイドライン  

C4C眉上ノーノタ7タ伸v．ノーノタタノノ1  

1 範囲及び一般原則  

1．1 本ガイドラインは、当該食品が個別のコーデックス規格の対象であるか否かに  

関わらず、食品に対してなされる強調表示に関するものである。  

1．2  本ガイドラインは、いかなる食品も、虚偽の、誤認させる若しくは欺く方法に  

より又はその特性に関して誤った印象を与える恐れのある方法により、記載又は提示さ  

れてはならない、という原則に基づいている。  

1．3  食品を販売する者は、当該食品への強調表示の妥当性を実証できなければなら  

ない。  

2  定義  

本ガイドラインにおいて、強調表示とは、ある食品がその原産地、栄養特性、性質、生  

産、加工、組成、その他の品質に関して特色を有することを、明示、示唆又は暗示する  

あらゆる表示をいう。  

3  禁止される強調表示  

以下の強調表示については禁止すべきである。  

3．1「ある食品が全ての必須栄養素を十分に供給する」と明示する強調表示。ただし、  

十分に定義された製品で、コーデックス規格がそのような強調表示を許容している場合、  

又は関係当局が当該製品を全ての必須栄養素の十分な供給源として容認した場合を除  

く。  

3．2   「バランスの取れた食事又は通常の食品では、十分な量の全栄養素が供給され  

ない」との内容を暗示している強調表示。  

1「強調表示に関するコーデックスー般ガイドライン」は、1979年に開催された第13回コーデ  
ックス委員会（CodexAlimentariusCommission）総会において採択された。本ガイドラインの改  

訂版は、1991年に開催された同委員会の第19回総会で採択された。本ガイドラインは、国際連  

合食糧農業機関（FAO）と世界保健機関（WHO）の全ての加盟国及び準加盟国に対し助言的文  
書として回付されており、その活用方法については各国政府の判断に委ねられている。   
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3．3  実証できない強調表示。  

3．4   下記に該当する場合を除き、疾病、障害又は特別な生理学的状態の予防、緩和、  

処置又は治療における使用への適合性に関する強調表示。  

（a）  「栄養・特殊用途食品部会」の所掌範囲に含まれる食品に関するコーデ  

ックス規格又はガイドラインの規定に従っており、本ガイドラインが規  

定する原則に従っている場合。   

又は、  

（b）該当するコーデックス規格又はガイドラインが存在しない場合であって、  

当該食品が流通している国の法律によって許可されている場合。  

3．5  類似する食品の安全性について疑念を引き起こし得るような強調表示、又は消  

費者の不安感をかきたてる若しくはそうした不安感に付け入るような強調表示。  

4  誤認させる恐れのある強調表示  

以下は、誤認させる恐れのある強調表示の例である。   

4．1 不完全な比較表現や最上級表現を含む無意味な強調表示。  

4．2   「健全な（wholesome）」、「健康に良い（healthfu1）」、「安全な（sound）」  

などの適正衛生規範に関する強調表示。  

5  条件付き強調表示  

5．1 以下の強調表示については、各々に対して付された特別な条件に従うものであ  

れば認められる。   

（i）ビタミン、ミネラル及びアミノ酸といった栄養素の添加により、栄養価が高め  

られた又は特別な栄養価が得られたとの表示は、そうした添加が「食品への必  

須栄養素の添加に関するコーデックス一般原則」に従った栄養学的な考察に基  

づいている場合にのみ可能である。このような表示は、関係当局が定める法律  

に従わなければならない。  

（ii）ある栄養素の低減又は除去により、特別な栄養学的特質を有しているという表  
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示は、栄養学的考察に基づき、関係当局が定める法律に従わなければならない。  

（iii）「自然の（natural）」、「純粋な（pure）」、「新鮮な（fresh）」、「自家製（home   

made）」、「有機栽培（organicallygrown）」及び「生物学的栽培（biologicallygrown）」  

のような用語は、その使用に際して、当該食品が販売される国の慣行に従わな  

ければならない。これらの用語の使用は、3に規定された禁止事項と整合性が  

取れていなければならない。   

（iv）ある食品が宗教又は儀式に関する関係当局が求める要件に合敦するものである  

場合、宗教又は儀式に則った食品の調整（例えば、「ハラール」や「コーシヤ  

ー」）についての強調表示を行うことができる。  

（Ⅴ）ある食品が特別な性質を有するという強調表示を、全ての同様な食品が当該性  

質を有する場合に行うのは、この事実が当該強調表示において明らかにされて  

いる場合のみ可能である。  

（vi）食品に特定の物質が含まれていないこと又は添加されていないことを強調する  

強調表示は、当該強調表示が誤認させることのないものであり、当該物質が以  

下の全てに該当する場合に、用いることができる。  

（a）コーデックス規格又はガイドラインにおいて特別な要件の対象となってい  

ないこと  

（b）通常、当該食品中に存在すると消費者が予期していること  

（C）同程度に顕著な表現で明示されている場合を除き、当該食品に同等な特質  

を与える他の物質により代替されていないこと  

（d）当該食品中の存在、又は当該食品への添加が認められていること  

（Vii）一つ以上の栄養素が含まれていないこと又は添加されていないことを明らか  

にする強調表示は、栄養強調表示と見なされるとともに、当該強調表示には、  

「栄養表示に関するコーデックスガイドライン」に従い、栄養表示を伴うこと  

が義務となる。  
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米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達  

に関する法律の概要  

平成21年4月  

農 林 水 産 省  

Ⅰ 趣旨   

事故米穀の不正規流通事案の発生を踏まえ、米穀等に関し、食品としての安  

全性の確保、表示の適正化及び適正かつ円滑な流通の確保等に資するため、米  

穀等を取り扱う事業者に対し、米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報  

の伝達を義務付ける。  

Ⅱ 法案の内容  

（1）譲受け、譲渡し等に係る情報の記録等   

① 米穀等の販売、輸入、加工、製造又は提供の事業を行う者（米穀事業者）  

は、米穀等の譲受け、譲渡し等をしたときは、名称（指定米穀等にあって  

は、名称及び米穀の産地）、数量、年月日、相手方等を記録しなければな  

らないこととする。（トレーサビリテイ）  

※  米穀等：米穀及び米穀を原材料とする一定の加工品・料理で政令で定めるもの  

※※ 指定米穀等：米穀事業者及び一般消費者が購入に際してその産地を識別するこ  

とが重要と認められる米穀等として政令で定めるもの   

② 米穀事業者は、①の記録を一定期間保存しなければならないこととする。   

③ 記録、保存義務違反に対する罰則を設ける。  

（2）一般消責者に対する産地情報の伝達   

① 米穀事業者は、指定米穀等について一般消費者に販売又は提供をすると  

きは、米穀の産地を伝達しなければならないこととする。（産地情報の伝  

達）   

② 米穀事業者が一般消費者に対する情報の伝達を行わない場合に、勧告及  

び命令を行うことができることとする。   

③ 命令違反に対する罰則を設ける。  

Ⅲ 施行期日   

（1）公布の日から1年6月を超えない範囲内で政令で定める日   

（2）公布の日から2年6月を超えない範囲内で政令で定める日  

「「   



米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に  

関する法律の概要  

【法律の趣旨】  

○ 食品事故への対応、表示の適正化、適正かつ円滑な流通の確保等に資するため、   

トレーサビリティを導入し、米穀等の流通の透明性を高める。  

○トレーサビリティを基礎として、米穀等の産地情報を一般消費者にまで伝達。  

期待される効果  

○ 問題製品の迅速な回収  

○ 流通ルートの早期特定  

○ 食品事故の原因究明や産地等の偽装表示の解明の促進  

○ 米穀の産地情報を一般消費者が入手   



（参考）  

米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（抄）  

（平成二十一年四月二十四日法律第二十六号）  

附 則   

（検討）  

第五条（略）  

2 政府は、前項に規定するもののほか、国民の健康の保護、消費者の利益   

の増進並びに農業及びその関連産業の健全な発展を図る観点から、飲食料   

品について、この法律の実施状況を踏まえつつ、速やかに、仕入先、仕入   

日、販売先、販売日等の取引等に係る基礎的な情報についての記録の作成   

及び保存並びに緊急時における国等への情報提供を義務付けることについ   

て検討を加えるとともに、加工食品について、速や力、lこ、その主要な原材   

料の原産地表示を義務付けることについて検討を加え、必要があると認め   

るときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。  

（注）本項の規定は、法律公布の日（平成二十一年四月二十四日）から施行。   



農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）の一部を  

改正する法律（平成21年4月30日法律第31号）について  

Ⅰ 趣 旨   

最近の飲食料品の原産地等についての悪質な偽装表示事件が多数発生してい  

る状況にかんがみ、原産地について虚偽の表示をした飲食料品を販売した者に  

対する罰則を設ける等の措置を講ずる。  

Ⅱ 主な改正の内容   

1．目的規定の改正（第1条）  

法律の目的として、農林物資の生産及び流通の円滑化、消費者の需要に   

即した農業生産等の振興並びに消費者の利益の保護を明示する。  

2．品質表示基準の遵守に関する規定の新設（第19条の13の2）  

直罰規定の導入に伴い、製造業者等が品質表示基準に従い、農林物資の   

品質表示をしなければならない旨を明文化する。  

3．品質表示基準違反に係る公表に関する規定の新設（第19条の14の2）  

品質表示基準違反に係る指示又は命令が行われるときは、これと併せて   

その旨の公表を行う規定を設ける。  

4．原産地について虚偽の表示をした飲食料品を販売した者に対する罰則規  

定の新設（第23条の2）  

品質表示基準において表示すべきこととされている原産地（原料又は材   

料の原産地を含む。）について虚偽の表示をした飲食料品を販売した者   

は、2年以下の懲役又は200万円以下の罰金、法人は1億円以下の罰金  

に処するものとする。  

Ⅲ 施行期日   

公布の日（平成21年4月30日）から起算して30日後（平成21年5月  

30日）。   
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